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受iit符にはチェックされることに liiJ ;';;í~する訪問があるとする車結論である九このスチュワー

ドシップの関係は，政府と納税者にも適!日することは難しくなく‘，住民を委託者に，地

方公共|司体の長である首長を受託者と見れば，この識論は地方公共闘体にもあてはまる。

株式会社も地方公共団体も法人であり，経済学的に見ても蹴査を必要とし，会社法及び

地方IIr台法は.� IIJJIi主としてそれぞれ欧荷役. '絞任委H を設'i~i:することを求めており(会社 

381条，地方自治法195条).組織における監査機能のあり方を考える上で比較可能性があ

るo 会社法� l条は.� i会社の……組織，運営及び管理については，……この法律の定める

ところによる。Jと定め，地方自治法� l条は. iこの法律は，地方自治の本旨に基いて……

地方公共団体の組織及び運営に関する事項の大綱を定め……地方公共団体における民主的

にして能率的な行政の確保を図るとともに，地方公共団体の健全な発達を保障することを

目的とする。Jと規定し，類似している。

地方公共団体におけるI監査の現状を見たとき，会計検査院は例年のように地方公共団体

による不適正な続四!処理!があった旨の検経結果を内閣総理大臣に報告している"。さらに，

一部の地方公共同体では，不適正な決算書が調製され 監査委員の辞査も不十分であった

ために財政状況等につき，正確な情報が住民に十分に開示されなかったとの指摘もある九

法令に迎合した業務執行や正確な決tt¥'::の制製は，一義的には円以のw任である。しか

し，昨今の地方公共団体における不祥事が一向に解消されない現状を見たとき，首長を監

督し，決算書・の適正さを保証する致査委員の法的責任についても検討する重要性は高まっ

ているといえる。

会社 i1~ も地方1'1 if.i法も制l織i遺骨の処礎法であり.組織のガパナンスを規定している。こ

うした認識を基礎として本稿では，会社法と地方自治法を比較し，地方公共団体における

監査委員の法的責任のあり方を考察する。� 

2 地方公共団体における監査

地方公共団体の機関設計の特徴を鮭理すると� 4点ある“。第� 1は，ニ元代表制である。

住民は，直接選挙で議員及び首長を選出し(公職選挙法� 9条2項)，相互に抑制jと均衡を

図っている。如� 2は，執行機関の多元主義である。地方l'Ii合法は，第� 7:i';r，:で:jlC[-jffi地方公共

団体の長のほか，長の所轄の下に綿々な委員会又は委員を系統的に設置している(地方自

治法138条の� 3第� l項.� 138条の� 4第� l項)。これは，権限を分掌させることで民主的行政

運営を図ることを趣旨としている。第� 3は，画一悦である。地方公共同体の組織は，憲法� 

もあり.各会社39のパターンが1-治法に授縦している。会社法では.機関役立II条が地方92

の判断で柔軟に機関設計をすることができる n ことと比べると地方・自治法と会全I: ii~には大

きな違いがある。第� 4は.r民主・自治Jと「能率化・合理化」を原日IJとする点である。
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地方公共団体の組織は「民主的にして能率的な行政の椛保を図るJ(地方!Ii合法� l条)，

「地方公共団体は，常にその組織及び運営の合理化に努めJ(同法 2条15項)と定められて

いる。

では， ~~査委員は，地方公共団体でどのように位置づけられるか。蛇査委員は，議会の

|叶訟を仰て地方公共団体の-民が選任し(地方1'1治法196条� 1J1'i).能免の際にもi議会のliiJ jむ

が必要とされる(1司法197条の� 2)。このように聡査委員の任免に議会の関与・を求めること

で独立性を付与し，多元主義の趣旨を実現することで地方公共団体の自浄作用を図ってい

る。しかし，首長部局とは完全に独立しているわけではない。条文上も地方自治法第� 7章

「執行機関jの中に規定されており，実際に往査を行っている職員は，首長部局の職員が

人事・異動で配属されている。したがって，監資委員は，執行機関の一部として位置付ける

のが素・直である口

地方公共団体の財政悪化，入札談合や裏金問題などの不祥事がある度に監査の充実・強

化は絶えず議論され叫，監査制度は多くの改正を経てきた。 地方自治法制定前の昭和21年

の地方制度改革では，大都市に設置された考査役制度をもとに監査委員制度が創設された

(昭和21年都道府県制74条ノ23など)。このときから監査委員の半数は，議員から選任され

ている。 昭和22年に地方自治法がsjlJ定され 除夜委11は行長と対等の立場でi続殺をすると

された(昭和22年地方自治法195条)九� IIlj和38年改正法では 地方公共団体の財務会計制度

が全面改正されたのに伴い，監交の対象が財務会計行為であることが明確化された(昭和� 

38年地方自治法199条� 1項)。平成3年改正法は，かつての機関委任事務まで監査の対象と

して合む行政除夜にまで!椛作権限を拡大させた(平成� 3年地方1'1治法199条� 2羽)。このよ

うに会社法と同様に地方自治法は，戦前からの沿革と戦後の占領政策の反映があり，比較

法的に見てもドイツ，フランス及び米国の法制から影響を受けたモザイク的側而があると

されている川。

しかし，地方公共団体の監査委員制度は，院査委員の独立性と専門性，議選敗査委員の

実効性，監査委員事務局の独立性と専門性及び包括外部獄査の制度的限界が指摘されてお

りぺ地方公共団体のガパナンスに賞献しているといえるほどに機能していないのが現状

である。� 

3 株式会社における監査

会社法に.聡査役制度が導入された|際に「監査」という言葉が，事前監査としての「監督J

が，本質的1:株式会主12oみ合わされて作られたとされる11.がキJ政将としての「検作lと市後� 

に蛇査を必要とする型I!由は，� a点指摘されている。第� 1は，法人は，多数の投資家から資

本を集め，事業を実施し，配当を株主に避元する組織である。出資者が多ければ.直接的
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な経'j:?への|羽 'j-は|羽詰Itとなる。他Ii，企業が大きくなれば，経仰の.1，'/門技術化も i住民し

「所有と経営の分離」という現象が生まれるわその結果，経営者が株主の利害を損なうお

それが生じるため経営の肢督を専門職に委ねたr;~r有と監瞥の分離j という現象も生まれ

る11)。第 2は，株式会社の間接有限頁:'1:(: (会社法 104条)との関係である。株式会社は，

下:をするJ}村長を株主が分けて偽装倒u炭火任であるため株主は.場合によっては会社il按イj!日 

ことが可能となり債権者を害するおそれがある円そのため.会社債権者保護のために独立

して会社の財産状態を確認する監奇が必要となる 18L第 3は 企業の社会的責任との関係

である。資本主義の発展によって企業は I~I民経済や国家経済に影響を与えるほどの規模と

なり社会的責任が問われることとなる門企業が内夜的・自治的に責-任を果たせないと自由

主義経済体制は崩模する。自 rtJ主義経済体制を維持するための内在的な倫理機構として監

査機能は必要とされるのである l引日

わが|五|のl誌作役制度は 明治から現代に至るまで比較法的にはて独nの変j撃を絞てきた。

この変遷を見ることは，院査の意義を確認する意味があることから概観するの監査役制度

には，比較法的に見て大きく 2つのモデルがあるの大隊法モデルと英米法モデルである。

前者は，監査役が取締役の選任・解任権を持ち，取締役を監督する。後者は，監査役も取

締役と|司じボードの--11となり Vjr作する。明治23{，:.，fO法は，大除法を純としながらも，取

締役の選任・解任権はなく，株主総会への報告機能しか担えなかったIr--昭和25年商法で

は，英米法的な取締役会が導入され(II~HII25{1~商法260条)，駄査役の機能は，取締役会が

担うこととなり，監査役の械限は，会計監査?に限定されることとなった (11日和25年商法 

274条)。ところが.昭和130年代末から 40年代にかけての企業の大}F.~!倒陀を契機に取締役の 

項で業務監奇機関としての監査1条274年商法49日手[111業務監督機能が不完全であるとして

役が復活する円あわせて株式会社の恥沓等に関する商法の特例に関する法律(以下， i特

例法Jという。)が制定され，大会社で‘は専門職による会計監査が必須となった(特例法 

22条， 25条) さらに.昭和56年特例法:{条 2項及び  6条の 4で.監査役に会計監査人の0

選任，解任権を与えられたりこうして監査役が会計監査人との接点となり，院査役の岡有

の職能は:業務陵資であるとされた'にこのように監奇役ffilJ皮は， /摂史的に試行錯誤を重ね

ながら変逃したが.lj抗1tという機能が株式会社において不可欠であるがゆえに絶えず制皮

改善がなされており.このことは監査機能の重要性を実証しているといえる'ヘ

地方公共団体の適正運営を実現するためには.地方公共団体における監査が適正に機能

することが不可欠であるの地方自治法における監査委員監査は，駐査機能を卜分に果たし

ているのだろうかn 会社法における liii~1t役のi'f任や此任追及のあり方を幣JIH し.イi益な示

唆を得た上で会社法の論理を地方公共団体に展開するために舵査委員の法的責任のあり方

を考察することには意義がある。
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H 機関としての責任のあり方� 

1 監査委員

地方公共団体の聡査委員には，どのような権j促があるか。慌査委員は，多様な監査や審

有をする椛限をtltっており，耽ft内容は地方1'1ifiitに規定されている。� H体的には，定期

監査(地方自治法199条� 1Jft Ij項)や行政監脊(!司法199条� 2Jft)の「一般敢査J，直接

請求による監査(同法75条)，議会の要求による駐在(同法98条 21ft) • 首長の要求による

監査(J司法199条ι項)及び財政的援助を� 'J・えているもの等に対する監査(同法199条7項)

といった「要求等監資J. 決算審資(1司法 233条~ JJO.地方財政健全化j去に基づく健全化

判断比率及び資金不足比率に係る審脊(地}j財政健全化法� 3条)，現金出納の検査(地方

自治法235条の� 2第� 1項).指定金融機関が取り扱う公金の収納又は支出の事務の監査(同

条2項)，定額の資金を運用するための基金の迎用状況の審査(!司法241条� 5項).住民監

査請求に係る監奈(同法242条) 職員の賠償責任についての監査(同法243条の~ )及び

指定金融機関等の検査結果についての報告徴収(地方自治法施行令168条の� 4)などがあ

る。これらの中で，監査委員が主体的かつ例年実施しているものは，定期監査(地方自治

法199条� 1項， 11 耳{).行政 lip-作 (!liJH2199条 2 刷).財政的援助 r~tl 体サ;についての l政作( !iiJ 

法199条7項).決算審査(同法233条2 rro及び現金出納の検査(同法235条の� 2第� l項)

である"。

これに対し，監資委員の義務を定める規定は，地方自治法:198条の:{のみである。同条� 

1 J1'iで「常に公正不fMの態度を保持することJ.2 JSiで守硲義務を定めているにすぎず.

他の特別職の地方公務員と同様に罰則によるt.Ll保もなされていない(j司法252条の31第3

号.� 4号参照)。監査委員の格.限については，株々な監査が定められ，数多くの規定があ

るのに対し義務に関する規定がほとんど幣備されていない。

監査委員制度については.地方公共団体でのカラ出張や裏金問題などの違法行為が発覚

次地方制度18[1和何年の第11次地方制度調査会17年の第]54する度に見直しが行われ，昭和� 

fi汗治j年の地方白9年ド及び3"調資会，平成� 白討� 

町村におけるl t委111一� '引.

の監査委員の制限，OBなどにおいて公務員iE去:改i泣法j 正� 

iitf慌日疏誌脊� 

性.独立性の確保，監査実施体制の整備が凶られてきた肝しかし，地方公共同体のガパナ

ンスという側面から見たとき 議会や首長との関係や監査委員の義務の大きな見直しは行

われておらず，事主査委員は，事実行為として監査結果を議会や首長に報告するという事後

肢作の機能を来たしているにとどまり.組織のガパナンスにどiriiえするには.数多くの課題

があると言わざるを得ない円

では，自治体駐査委員の法的責任は.現行法ではどのようになっているか口監査委員の
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法的此任に|則述する規定は，地Jin治法などの法作や規則に存在しな "¥0 1，~)J~上の lld壬や 

')\~"その追及についても，これを論じた文献は存在しな"

1裁判例11 においても，住民監査請求を却下したことにつき国家賠償請求法に基づく損害

賠償請求がなされた事案において，裁判所は「敢査委員がその請求を実質的に妨害する意

図であえて不当な判断をするなど，その本来の椛限を越えて~:しく i常!日して述法に去IJ下し

たような場合には違法と評価することが相当とする」と判断しているにすぎなし~現行法

では，監査委員に故意がある場合など械めて限定的な場合にのみ，国家賠償法上の賠償責

任があるとするにとどまっている。

このように監査委員の法的責任については，実体j去の手掛かりはほとんどなく.判例法

の集積も皆無に等しく，地方自治法の解釈から監査委員の法的責任を導くことには限界が

あるのそこで，会tl:i去における監督機関である監資役及び会計監査人の権限，義務及び責

任についてどのような制度設計がなされているかを整理し.責任追及がなされた裁判例で

の判断を考察する n 

2 監査役と会計監査人� 

(1) 'i託子t役

株式会社における監査役の権限及び義務を確認する。監査役の権限の最たるものは，株

式会社における取締役の職務執行を監査する権限である(会社法381条)口この監査の対象

は，多くの変遷を経ている。明治32 :Ít~ 商法 181 条では，監査役には業務駐査と会計監査の

双方の称限があるとされていたのしかし.昭和25.{1: I~司法で・は， I日j述のように取締役会制度

の導入に伴い，駄売対象が会計監査に限定されることとなった巴ところが，昭和49年商法� 

274条 l項では，取締役の職務執行を監査するという基本的職務内容の再定義がなされ，

業務監売が復活することとなった。ただ，同:II:，にIIj1J定された特例法では，資本金の翻が� l

億円以下の小会社については.監査の対象は会計除査に限定されることとなった。現行の

会社法381条は，� r職務の執行を監査するJと定め，会計監査と業務監査の双方が対象となっ

ている日ただ，原則として適法性の監査に限られ，相当でない事項又は著しく不当な事項

を限定して指摘しうるにとどまる(会社iJ~384条，会社法施行規則 129条 l 項� 5号，� 130条� 

2 項 1 号)720 肢奈の方法については，会HH~に明確な定めがなく，実務慣行や各会社の

判断にゆだねられているn しかし，日本監査役協会が監査役監査の指針となる「監査役監

査基準」を策定し，公表しているヘ駄査権限の実効性を高めるために取締役や使用人へ

の械flJi消求椛(会社法381条2以前段)，業務及び1片山の;制作権� (liiJ条liiJ以後段)，子会社

に対する報告・調査椛(同条� 3項)及び.取締役の行為の差1上め(会社法385条)という権

限が監査役に付与されている。いずれの権限も企業の不祥事が社会で問題となったことを
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契機に拡充されたものである円

では，監査役の義務は.どのようになっているか。最も重要となる監査役の義務は，他

の役員と同様に普管注意義務(会社法.:no条，民法644条)を負うことである n 会社法は，

株式会社と監査役の法律関係は. r委任jであると明記している(会社法330条)0委任者

の・Jj.務処J'Hを行うとき.委任における受任，..は. i作良なる竹刊¥1.'のj主，1，主義務をもってあた

らなければならない(民法644条)('ただし，監査役は，業務執行に従事しておらず，意思

決定の一員ではないことから，忠実義務(会社法355条).競業j控11-_義務(会社法356条 1

項， :1の会f:村社ε項貰) なと1J条365 土i 話J上:との利f

加えて会f村社ijl上:i法去;は.駐在役の具体的義務として 3つの義務を定める円第 1は.取締役への

報告義務(会社法382条)である円本条の，i白身は. aH手[)56年I商法260条の 3第 2項であるの

第 2は，取締役会への出席・意見陳述義務(会社法383条)である。監査役の監査は，職

務を事後的に評価する事後監査だけではなく.取締役の違法又は不当な業務執行を防止す

る事前監在も合んでいる o ~ni1t役は取締役会に出席することで経営情報にアクセスし，事

前及び事後の監売で組織のガノけ・ンスに貢献することが期待されている。昭和何年改正で

は，単なる権限規定であったが，監査機能の充実によるコーポレート・ガパナンスの確保

を"的として義務化された。第 3は，株主総会への報行義務(会社法384条)である。取

締役が，違法又は不当な議案等を株主総会に提出し，違法又は不当な議決がなされること

を防止することを目的としているわ本条は.明治32年商法 183条に al来し，昭和 13年商法 

275条に相当する円

地方公共同体における除1f.安!iの北務と比較すると.会社法は.駄作役に取締役や株主

総会へのアクセスを義務化し，会社のコーポレート・ガパナンスの構成要素として機能す

ることを意図していることがわかるハまた.取締役と同様に.帯管注意義務を負担させる

ことで会社の役員として経営に関与し果たすべき義務を明確に定めている。組織のガパナ

ンス強化の観点から自主査機能の充実を考えると監査機関という組織の一部を強化するだけ

ではなく.他の機関との連関を怠識し組織全体に監査の機能がどのように作用するかを

意識して検討していくべきことがわかる。

こうした監査役の格.限に対し法的資任はどのようになっているかの監査役がその任務

を怠ったときには.会社に対して連惜してこれによって生じた責任を賠償する質-任を負う

，会社が監査役に付して責任追及の訴えを提起する際には，代表取締役がL・条423(会社法 

会社を代表する(会社法349条 4項L，この責任は，本来は被害者たる会社が主体となり，

駄作役の此任追及をすることを恕定している。しかし，これを会社が行わない場合には，

株主が株主代表訴訟として責任追及を行うこととなる(会社法847条 l項)。任務を行うに

ついて悪意又は重過失があった監査役は，第三者に対して生じた絹害賠償責任を負う(会
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汁に限定される(会iが会ij誌がの純lJlj小企業の場合には，"1条)()ただ，430J1'しl条it429社� 

社法389条� 1]孔会社j去の施行にf:!:う関係法律の整備等に関する法律24条，� 53条)ため，こ

の貰-任が認められることは少ないとされている� 

(2) 会m.曜日作人

lfk:査役の法的責任を明確にするために会計監査人の権限，義務及び責任について概観す

る。大会社や委員会設問会社は，会計監査人を設置しなければならな¥，¥ (会社法328条，� 

327条5項)。会計監資人は.会社の計算書類及び附属明細書を監査し，会計監査報告を作

成する(会社法396条� l項)れそのため.会計監査人は，監資役と同様に会社lこ対して普管

注意義務を負う(会社 d~330条，民法644条)"具体的には.会計監査人は，会計帳簿の閲

覧及び取締役に対する報告徴収格(会社法396条 2項，� 6 1;員)を持つ。さらに会計監査人

は，不正行為を発見したときには， :tJ出ト;iiなく� I}tf.1't役に恨;1Iしなければならなし、(会社法397

条)円計算書-類等が法令や定款に適合するかどうかについて肢査役と会計監査人との意見

が異なるときには，定時株主総会にm席して意見を述べることができる(会社法398・条)。

会計監査人を設情.する株式会社には，必ず舵査役が設置される(会社法327条� 3項)。会社

法は，外部の会，ìl. I•I/門家である会社 IMt:1t人と，会社の内部材íj凶 1..で‘取締役の業務執行を Vjf

査する監任役を組み合わせて設置することで相互相乗的にガパナンスの機能向上を図って

いる2¥

423(会社法J駄査人は，取締役や監任役と同様「役員等の損害賠償責任1.会言L会社法� 

条)と� liiJ様の点-任をれう。まず.会.n.lf(.i作人に任務慨定、があった場合には.時i.1t契約の当

事者である被監査会社に対-して.それによって生じた損害を賠償する責任を負う(会社法� 

423条)。ここで，どのような場台に任務慨怠があるかが問題となるが.一般的には駐査基

準に準拠して監資を実施したかどうかとし寸事実認定を基礎に判断される2~つまり，監

査基準が.会計-舵査人の責任を判断する基準となっている n 

等に慮偽の記載又は記録をしたときには，第三者にiit監借入は.会計肱官報1.次に，会言

生じた掛害を賠償する責任を負う(会社法429条� 1J買)。だたし.会計駐査人がその職務執

行につきi主立を怠っていなかったことを a証明すれば免点され，� J予言iE点-任のij!互換がなされて

いる(会社法429条~ Jj(}o これは，会計監査は本質的に専門性が高く 知識や実務経験の

ない第三者による評価が!村離であり，原告たる株主が証拠となる監査調書:を入手すること

が困難であるという情報の非対称性に配慮、したものである。しかし，会計監査人が悪意又

は市過失であった i時には.こうしたや ~iiEú任の転換はなされない(会社法429条 1 rJ()。 

はじめて会計駐査人の責任が株主代表訴訟の対象と法制定によって1:わが閑で‘は.会十

なったために現時点で株主代衣訴訟を通じて会計舵査人の買-任を認めた裁判例はない。そ
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こで.わがl正|で初jめて';ffi:ft契約の仙務不版行によるfWHU:''i償ii古求を認容した*京地裁平成� 

3年3 }j19日判決?引を紹介する� ある外資系有限会社から任意駐査を依頼された監査法人n

が.会社の経瑚部長の不正行為を看過して無限定適正意見の監査報告書を提出し，会干上が

監査法人に損害賠償請求をした事案である。裁判では，多くの争点があったが，特に監査� 

j炉供及び内部統制!の状況に|刻する会社駄作人のU.任についての判断が住川される。判決は.

内部統制組織に不備がある場合の監査手続に言及し.� i(被告監査法人は)不正行為の発見

摘発を目的とすると.財務諸表監査であることと矛盾するかのようにいうが，監査手続の

実施面で慎重，かっ.厳格になったからといって，財務諸表監.査の実現が阻害されること

は考え難1..¥Jと述べるなど.裁判所として公正妥当な監資実務の内符を検討し判示してい

る。さらに，判決は.監査人の責任を認めながらも，� 8制の過失相殺を行っている。「企

業の所有と経営が分離されている場合でも，経営者と企業の所有者との関係は.監査人と

企業の所有者との関係に比較するならば，はるかに密接であって，敏査人からみるならば，

経営者の過失は.企業の側の過失と評価できるのである� このようにみてくると，従業員n

の不正行為によって損害が生じた場合において.企業の所有者は，その経営者の過失によっ

て生じた損害の全部を，企業の外にある駄査人に負担を求めることができなくても，やむ

を仰なI.. \J と ~I:IJ 断し.不正行為の結決点灯:で、はなく， 'i}~1t 人としての立任の純 tJtI を判断し

ている� 詳細!な事実認定を基礎とした過失相殺を通じ，公平な損害の分担がなされているn

点が注目に1rf(する刊� 

3 小活 監査委員の法定責任を強化する必要性

会社法と地方自治法を比較したとき.明治制定以来，会予I:Wが数々の法改正を経て，監

査役の権限，義務及び責任を株式会社のコーポレート・ガパナンスの強化という観点から

発展させてきた。これに対して，地方向治法も監査?の機能を強化すべく監査の種類を多様

とし，監査委員や院査委員事務局の強化などをl司ってきたn しかし.議会や首長との関係

について抜本的見直しが行われていないために地}j公共団体のガパナンスを向上させるま

でには至っていなし~現行の地方自治法の下では，監査委員への法的責任の追及は，会社

法と比較しでも法律の整備が不十分であり，その結果，監査委員の責任が極めて暖昧な状

況となっているハこれに起閃し裁判例も作在せず.監査委員の法的責任追及の道が閉ざさ

れている η やはり監査委員の法的責任につき 法の欠放があると言わざるを得ないF

そこで.地方公共団体と監査委員との基本的な法的関係は.会社法330条と同様に「委

任J関係にあることをIY1献とするために地方1'1治法に相当する条瓜を格的することを舵 ii 

したいベ、住民の視，1.~(から地 }J公共同体の述営の適正化を考えたとき，会社 j去にならい，

地方自治法に地方公共同体と院任委員との関係は，委任(民法643.条)であることを明記
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することで，地方公共団体の舵育委11に符竹住な義務があることが確立する。 法作関係が

整備されれば，敗査役の賀・任にl期する裁判f9sの考察からもいえるように住民訴訟(地方自

治法242条の� 2)を通じて蛇査委員の果たすべき普管校意義務の具体例が示され，この集

積を通じて院査委員が果たすべき注意義務の内容が具体的に明らかとなる。ひいては，住

山:?を図る途が雌保さiを通じた地方公共団体の辿正Ii1~i'1 民による訂任追及が容坊となり，

れるのである。

しかし，責任を法定しただけでは回餅に帰する。責任追及の途までを見通して制度設計

はなされるべきである。会社法で、は 機関による敗督だけではなく，株主代表訴訟(会社

法847条� lljOによっても監督がなされている。地方公共団体においても住民訴訟(地方

自治法242条の� 2)があり，株主代表訴訟と同様の機能を担っている。蚊査委員の賛任追

及のあり方を考究していく� J二で‘も，同制度の変遷を比較して考察していくことに意味があ

る。

国責任追友のあり方

1 株主代表訴訟� 

(1) 変遷

株主代表訴訟制度は，� GHQの彩特下で昭和251ドにわが国に導入された。� GHQは，財

閥解体に伴い大衆株主が増加lし，株主に米国並みの制度的保護がなければ，投資が積挺的

に行われないことを!懸怒念しレ2へ'l
を導入した。� H昭白和25;{Iiお刊年ド三商法改正は.株主の地位強化を図ることで会社経営の適正を図ると� 

法制からアメリカ法に依拠し1:いう趣旨によるものであり，従来のドイツ法に依拠した会主

た会社法1IilJへの転換点となった。この改正で，英米j去における衡平法の趣旨を継承する株

主代表訴訟がわが閣にはじめて導入された。しかし，株主代表訴訟は，訴訟費用が高翻で，

仮に株主が勝訴しでも原告株主には弁護士費用の経済的負担があるために活用されず，約� 

40il!近く尚法改正の組上に蹴ることがなかった。

平成� 5年になると 証券会社による相次ぐ船失補填，総会以への利益供与が明るみにな

り，さらに，米国との貿易収支不均衡の解消を目的に開催された日米構造協議にて株主代

表訴訟制度の問題点が指摘されたヘこうした社会的背景を受けて平成� 5年改正では，①

株主代表訴訟における訴訟の目的の価額算定は「財産上ノ請求ニ非ザル請求ニ係ル訴Jと

みなし訴訟引用をイ1':8，200円とし(平成!)W尚法267条� 11Jro.②勝訴株主が会社に対，� 

して勝訴のために支出した費用のうち相当額の支払を請求できるようにした(同法267条

ノ2第� 1項)。この改正の結果 株主は以前に比べて金銭的に容易に訴訟提起をできるこ
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ととなり， M{;lt株主の経済的 r!~I!への手当がなされた。

平成� 5年改正によって株主代表訴訟が大幅に増加し，例えば，大和銀行事件叩では，取

締役の故意ではなく過失による場合でも，取締役の資力をi也えた損害賠償額が認定された

事例が見られるようになった。このことを契機に経常が萎縮することを問題視した経済界

から会社法改正の戸が強まったり。その紡月と平成13年の議日立法による改正川によって

取締役の責任軽減制度の創設(平成13年商法266条� 7項ないし23項)，監査役の考慮� JUl聞の

延長(平成13年商法267条:3項).一般株主に対する訴訟提起の公告・通知 l制度の創設(平

成l3年商法268条4項)，会社の被告取締役への補助参加の明確化(平成� 13年商法268条円

墳)がなされた。

しかし，取締役などの-貰-任続減を認めた平成13年改正は コーポレート・ガパナンスに

よる企業の健全性確保とは論理的関係はなくぺlIiIJ皮趣旨から見て� 2つの問題があった。

第 lに，株主代表訴訟の経科越正化機能を� !I珪悦し 業務執行者の立任軽減を図った点であ

る。現実の株主代表訴訟で会社が敗訴した;事案は.� I~I 己株式取得，贈賄事件などの具体的

な法令違反が問題となった事案がほとんどで経営判断を問われた事例は存在しない問。砕.

かに，総会康が株主代表訴訟を悪用する事案があったことは否定できない。しかし，取締

役の業務執行に係る i主~i1~性を社会に IYl らかにした :~jf.案もありへ株主代表訴訟が会社の迎

正経常に貢献したことは否定できないn

第2に，不法行為を行った取締役に有利な訴訟構造に転換してしまった点である。この� 

lが被告取締役を補助するために株主代表訴訟への参加1:改正は，敗査役の同意を条件に会全

が可能となる行が規定された(平成13年H司法268粂� 8唄)。これは.会社の被行取締役側へ

の補助参加に関する最高裁平成13年� 1月30日判決¥1)[こ沿ったものである。監査役の同意を

条件としたのは，この改正で監奈役の取締役会へのI.B席義務(平成13年商法260条の� 3第� 

条 l羽)などに見られる蹴査役の地位強化と関連して� 273司法(1項).監査役の任期延長 1

が被告取締役への株主代表訴訟に補助参加することで会社の立場を裁判で明確1:いる。会主

述車化に貢献することがj拠資料の提出を可能とすることで，審理現!の迅iEが有する言1:にし，会全

改正趣旨とされているσ‘ヘ瓜� 

!H問!リ反足が"問jLハ体的な泣法;令逃j j題となつている場合カがfほとんどであるo こうした訴訟において会社

が，取締役を援殺する形で訴訟に補助参加することは，加害者に被害者が加勢する構図と

なり，株主の権利保殺や会社経営の健全化という株主代表訴訟の趣旨に反する結果を生じ

させうるのである。� 

(2) 裁判例

監査役の法的責任を考察するために株主代表訴訟で監査役の法的資任を認めた大阪高裁
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仮光した食品』こ食品術生法上使用lが1:日判決を紹介する。'ji.案は，株式会全9月6年lR平成� 

が許されていない添加物が混入し その事実が判明したものの取締役会への報告がなされ

ず，その事実を公表しなかったために会社が多額の般書を被ったために株主は，取締役及

び駐査役を被告として株主代表訴訟を提起したものである。

開i訴~‘引では. )主法性をi認ii践したすべての取締役及び杭布役に待作注な義務逃反がある

と認定した。取締役及び肱査役の普管注意義務違反の判断で，裁判所は食品会社の社会的

資・任を重視し，取締役や舵査役にどのような義務があったかを詳細に認定しているo 例え

ば，述.法性の認識後に非公表とした判断に閲しては.r:重大な違法行為によって株式会社� 

Aが受ける企業としての信頼挺失の損害を最小限度に止める方策を積極的に検討すること

こそが，このとき経営者に求められていたことは明らかである。ところが.� yらはそのた

めの方策を取締役会で明示的に議論することもなく.r自ら積極的には公表しないJなど

というあいまいで，成り行き任せの方針を手続的にもあいまいなままに黙示的に事実上承

認しJr到底.� r経営判断jというに値しないJr監査役であった� y，も，自ら上記方策の

検討に参加しながら，以上のような取締役の明らかな任務慨怠に対する.聡査を怠った点に

おいて，普管注意義務違反があることは明らかである」と判断としている。

本件判決は，取締役やIMft役が社内でどのような行動を取っていたかにつき，従来の判f.

決に比べ詳細な事実認定を行っているヘ監査役の普管注意義務違反の判断において事実

認定を詳細に行うことで，内部統制の構築，カンパニー制での敵査のあり方，不祥事にお

ける是正に向けた蚊査役の関与のあり方など敗査役が具体的状況でどのような義務を尽く

すべきであったかを示している。 また.� 航目段伝?布11 f合任}正?ラ� 可可能とするために防1をilE正誌議湖縦又は反ilE正ii紙祖証iの立1A:担1il'和税過且i ii託訓託� 

かつ正確に記録することが大切であることがわかる。こう11内でのやりとりを詳制紺制f:f羽社内容や� 

した裁判例が集積され，監証役の法的義務が明確となることから裁判所による法創造機能

がj羽侍される。� 

2 住民訴訟� 

(1) 変遷� 

GHQ が.条例改 1~~の jl'(彼 m'í求制度に係る改正案として住民訴訟flilJ lJlを提案し. IIs稿]23

年の地方自治法第� 2次改正で住民訴訟制度が創設された 11)0 GHQ案では，住民が直ちに

裁判所に提訴する設計であった。しかし.� IEI内務省廃止後の瞥定後継機関で‘ある内事局は，

納税者が直ちに裁判所にlli訴するのではなく，� l政査委員に監査を請求し，監査委員から長

にJ止iEの掛Wi:をm'l求し.その抗li'i:によっても改押されない場合にはじめて当該行為の制限

及び、禁止を裁判所にIJ¥訴できるとする制度設計を行ったり。その後，行政委員会などが住

民訴訟の対象となるのかなどの手続規定の明確化がなされた川。また，被告の応訴費用に
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ついての規定がなく 職叫が勝訴しでも弁縫 :1::費用などを ntl~することとなり，職務遂行

への志気と能率性を蝦なっていたために平成 6年改正法でl職員が勝訴したときは，議会の

議決で弁護士報酬の相当と認められる額が公費負担の取扱いを受けることになった。

住民訴訟制度は.平成 14年改正で大きく転換した。平成 7年以降に市民オンプスマンに

よる刊行持待やカラ I.B引をの追求は，住民による行政lj抗制という考え方を広め. IJ..りoj請求を

増加させたへその結果，首長などが個人で応訴し， 4号請求の形態で多額の損害賠償請

求が認容される事例が登場するようになった。こうした状況を受けて第26次地方制度調査

会は，平成 12年に住民訴訟制度の見直しを求める答申絡を内閣総理大臣に提出した柿。

この答申を受けた平成14 11:改正で住民訴訟は，当該自治体の執行機関又は職員を相手方

として請求する訴訟へと変更されたり従来の 4号諦求は，住民が地方公共団体に代位する

訴訟であり. r当該職員に対する煩害賠償の請求若しくは不当利得返避の請求」又は「当

該行為若しくは怠る事実に係る相手方に対する法律関係不存在確認の請求，損害賠償の縞

求，不当利得返還の請求，原状回復の請求若しくは妨害排除の請求Jであった。しかし，

同改正によって被告は，法律関係の当事者たる権利主体ではなく，機関としての「執行機

号の請求と同じ訴訟構造へと3号ないしl号請求も'1となり，住民訴訟は.J関又は職員 

変化し，端l織としての1Mo務会計行為のあり方が訴訟で争われることとなった4710 この変誕

で損害賠償請求及び不当利得返還の請求の相手である当該職員及び当該行為又は怠る事実

の相手方は，被告の立場から:ifi~.訴訟告知を受けて訴訟参加する立場となった。 4 号請

求訴訟にて住民が勝訴した場合，当該自治体の長は，その判決に従い所定の期限までに損

~~刊行償金又は不当利科返還金の支払iifj求をし(地方1'1治法242条の :3 第 1 JJi).支払のない

ときは，当該自治体は. r当該損害賠償又は不当利得返還の請求を目的とする訴訟Jを提

起しなければならない(同条第 2J貰)。この改正は，伯l人としての長や職員ではなく，地

方公共同体の執行機関が被告となることから地方公共団体が保有する証拠資料の活用がな

され.審理!の充実や真実の追究に資することが期待され.結果として地方公共団体におけ

る違法行為の抑止が図られることを趣旨としているヘ 

(2) 問題点

地方公共同体の場合，先行行為の逃法制:の継i棋を理由に政策の当否を争うために住民訴

訟がi監用されるおそれがある。しかし，訴訟のi監用防止のために訴訟構造まで再構成する

必要があったのだろうか。住民訴訟での争点、は，損害賠償請求又は不当利得返還請求権で

あり，その核心はrf長などのi隊!1の行為に逃法性があるかどうかである。 違法性の布無は.

首長や当該職員が反論しうる内容であるし，これまで住民訴訟が官官接待，カラ接待，異

常に高瀬な不動産購入を I~J らかにした~織を考えると違法行為を行った個人の寅・任追及を
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そのお-に対して行うことは当然である。地方公共団体とし寸組織がその防波堤となること

には疑問がある判。地方公共同体側が勝訴した場合には，平成6年改正で訴訟費用は公費

で対応できるようになった(地方自治法242条の� 2第12項)。しかし，当面の自己負担が問

題であれば.弁護士資mの公費での貸付と職務専念義務の免除で対応することもでき，訴� 

i訟訟のキ羽相 111手方の変.~誕足I!まで行う必?攻嬰皮距:はなカか、つた‘旬柏制叫3川1n

現行のC民訴訟制}皮支は，地方公共同体の法人としての寅・任を追及する方法に転換され，1:白住

住民訴訟によって首長の責任を問えない制度に変容してしまった。まして，除去委員の賀-

任を住民訴訟で問うことは非常に困難となっている。こうした状況を抜本的に改善するに

は，住民の立場から地方公共|オ|休の運営適正化を I~I る最後の砦ともいうべき住民訴訟を真

に機能させるために訴訟構造のあり方も合めた見直しが必要となっている。� 

V おわりに

現状では，地方公共同体の舵査委員の果たすべき権限や義務の内容が，民主査委員の裁量

に委ねられ資任の範1mが不明確となっている。そのため，抽象的な普管注意義務を具体化

する方策を検討・する必嬰がある。その H体策の一つにf!i}，花作然保の策・ ~J がある o 会jH'~，政

査人の場合，� Et査責任を果たしているかは，監351基準に準拠して判断がなされる。監査基

準に会計獄資人が払うべき注意の標準としての「職業的専門家としての正当な注意� (due 

care)Jいわゆる職業的措疑心の内容がIYJ示されているためである。しかし，敗査委員の

義務は，地方II治法 I l)~条の 3 のみしかなく，公認会計士がi根拠する「職業的 ).y.門家とし

ての正当な注意jの内容に匹敵する監査基準はわが悶には存在しない。判断基準がなけれ

ば，監査人としてどこまでの義務を果たすべきかという責任の外延を画することができな

い。敗査委員の責任の判断基準として機能する!政資基準の策定は，法的責任を強化する不

可欠の前提となるn

資-任を正確に認定するためには「監先調書:Jの幣備も課題となる。公認会計士による肱

査の場合，院査調書-は完全性，秩序ぞ1:.IVJ瞭性及び真実性の原則のもとに作成される州。

この制:i'::は， :J:!l当朽・が ~!H解できる水市ではなく， li院先法人の内部レビュー，日本公認会計

三 I:lb~会の品質管理レビュー及び金融庁の品質管理検査に適合する水準が求められている叩。

会計監査人は， 52査に関し訴訟を提起された場合，会音1' 2fii査人に挙~iE責任があるために蚊

査翻書を証拠として拠出し，職業的専門家としての正当な注意を払ったことを立証できる。

これに対し.地方公共団体の除作では.l政Jfi?i剥V::に求められる必嬰条件に関する必旅は存

在しないo ~批判例では，監査過税で収集した監1!tfiíE拠の不開示が許容されているにもかか

わらず
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i湖内に記録される情報をi位小|現に絞りこむ実務での迎用すらある。これでは!杭作委J.1の法

的責任の追及をなされた場合にも，監資委員には立証や反証が困難となる。殴査過程の可

視化を図るために会計舵査人に準じた肢を調書:の繋備が求められる。� 

義務及び責任を果たすことを会社法は定めていmtの倫理機構として椛1:監査役が，会全

る。しかし.舵引役が機能しないことも制定される。組定される事態には，やはり会社の

倫理機構を担うべき者を委任した株主が，自ら最終的な倫理機構として機能する必要があ

り，会社 ~t~は株主代表訴訟制度(会社法 847条 l 項)を設けている‘"。地方公共団体では，

舵査委員が株式会社における敗資役の機能を担い 株主代表訴訟の機能は住民訴訟(地方

自治法242条の� 2)が果たしている。組織のガパナンスを徹底し，住民の利雄を保障する

には，政査委員の責任強化は不可欠である。さらに，会社法の論理を地方公共団体に展開

するためには，住民訴訟を通じた磁査委員の資任追及手段を確保する必要がある。そのた

めの地方自治法の抜本的改正が求められている日
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